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1　精神的な病気 （精神疾患） 以外の病気に罹患した者 （身体疾患患者） に対す






























 1）　精神保健福祉法は， 1950 年制定の 「精神衛生法」 に始まり， 1987 年改正 （昭和 62 年
法律 98 号） で「精神保健法」に改称された後，1995 年改正 （平成 7 年法律 94 号） で
現行の名称となり，現在に至っている。法令番号は精神衛生法のままであるが，その
後の一連の改正を通じて，具体的な内容は相当大きく変化している。丸山雅夫「わが





か，強制的形態としての措置入院（29 条），緊急措置入院（29 条の 2），医療保




態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律 〔平成 15 年法律 110 号：
2005 年施行〕）が，指定入院医療機関における強制的な入院医療（心神喪失処遇
42 条 1 項 1 号） を規定している。わが国の精神医療の現状を統計的に見ると，
2017 年度で，精神障害者総数 419 万 3000 人のうち，入院患者が 28 万 4172
人を占め，任意入院が 15 万 722 人（入院患者の 53.0%），措置入院が 1621 人 












法によって， 患者本人の同意にもとづく 「任意入院」 条項が挿入され （22 条の 2）， 
1999 年改正（平成 11 年法律 65 号）で， 「任意入院が行われる状態にない」 ことが強
制的な医療保護入院の要件とされた（33 条 1 項 1 号）。これらによって，患者の意思
にもとづく任意入院が原則であることが明確にされたのである。
 4）　一般財団法人厚生労働統計協会編『国民衛生の動向・厚生の指標』増刊 66 巻 9 号
（通巻 1036 号，2019 年）127 頁表 20・表 21・表 22。
 5）　法務総合研究所『令和 2年版犯罪白書―薬物犯罪―』（2020 年）206 頁。

















における入院と処遇」法学セミナー 781 号（2020 年）27 頁以下。






て」精神神経学雑誌 96 巻 4 号（1994 年）333 頁以下が指摘するように，任意入院に
おいては 72 時間を限度とする退院制限（入院継続〔21 条３項〕）とその間の行動制
限（36 条１項）が認められているため，一般（科）医療における入院（自由入院） と
全く同じというわけではない。他方， 川島健治 「任意入院患者の退院制限について




















































性』について―最高裁平成 19 年 7 月 25 日決定を契機として」中谷陽二編集代表
『精神科医療と法』（弘文堂，2008 年）132 頁。
14）　大谷實「精神衛生法の改正について―患者の人権保護に関して（下）」法律のひろ
ば 40 巻 7 号（1987 年）65 頁以下。
15）　大谷實「法律家から見た精神衛生法の改正」判例タイムズ 617 号（1986 年）3頁，
同『新版 精神保健福祉法講義〔第 3版〕』（成文堂，2017 年）45 頁以下。
16）　たとえば，林美月子「責任無能力後の入院と精神医療審査会」産大法学 34 巻 3 号
（2000 年）222 頁，川本哲郎「強制入院の正当化根拠―精神保健法 1987 年改正」同
『精神医療と犯罪者処遇』（2002 年，成文堂）44 頁，山本輝之「措置入院制度の問題
点について」立教法学 97 号（2018 年）196 頁。
17）　五十嵐禎人「非自発的入院制度の正当化根拠―精神科臨床の立場から」法と精神











1　1900 年制定の「精神病者監護法」 （明治 33 年法律 38 号） と 1919 年制定の






















た（43 条，44 条 1 項，48 条）。











護義務（22 条 1 項），医師の診断への協力義務（同 2 項），医師の指示に従う義


































20）　大谷實編集代表『条解  精神保健法』（弘文堂，1991 年）144 頁〔渡辺恵一〕。
21）　山下剛利『精神衛生法批判』（日本評論社，1985 年）13 頁以下。さらに，広田伊蘇
夫「精神衛生法をどうみるか」精神医療 2巻 4号（1973 年）5頁以下，富井通雄「自




























24）　第 7 回国会衆議院厚生委員会（昭和 25 年 4 月 5 日）における中山壽彦（委員外議
















25）　その後，昭和 51 年 8 月 19 日の「精神障害者措置入院制度の適正な運用について」 
（衛発 671 号）によって廃止されるに至った。








事法 29 号（2001 年）64 頁以下。さらに，土屋眞一「現代社会と刑法改正」石原一







英雄編『刑事政策講座 第 3 巻 保安処分』（成文堂，1972 年）15 頁以下。
28）　他方，医療観察法を保安処分立法であるとして制定に反対していた，齋藤信治「保
安処分立法より精神衛生法の改正等を」法学新報 89 巻 5・6 号（1982 年）1 頁以下
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類感染症患者に対する強制入院（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関






3　以上のような措置入院に対して，同意入院は，前掲昭和 25 年通達 4

















29）　たとえば，中村睦男「居住・移転の自由」芦部信喜編『憲法 III  人権 2』 （有斐閣，












定医による診察を認めることとした（27 条 2 項）。一方，本人または関係者の
同意の不要性を明示する文言を削除した（29 条 1 項）。さらに，急速を要する
ために通常の手続がとれない場合に，精神衛生鑑定医 1人の診察にもとづく












を導入（22 条の 3，29 条 3 項）したほか，病院管理者に知事への定期報告を義
務づけ（38 条の 2），必要に応じた審査を規定した（38 条の 3）。さらに，病院
管理者による入院解除について，指定医の診察（1 人で足りる）を要件化し
（29 条の 4第 2項），入院や処遇の妥当性に関する審査機関として精神医療審査
70
会制度を導入した（17 条の 2 以下）。ここにも，入院患者の人権への配慮が見




















に（20 条），その義務内容も明示された（22 条 1 項，41 条）。その後，1993 年
改正（平成 5 年法律 74 号）は，「保護義務者」を「保護者」に変更し（20 条），
保護者に「保佐人」を加え（20 条 1 項 3 号参照），1999 年改正は，保護者に保
31）　川本哲郎「判例批評」佐藤進/西原道雄/西村健一郎/岩村正彦編『社会保障判例












義務者， 後見人， 保佐人） のいずれかの入院同意で足りるとし （33 条 1 項・2 項），
同意権者の順位づけもなくした。さらに，同意権者の義務と役割のうち，自
傷・他害防止義務の削除後も残されていたすべての「義務」を削除して，入






































12 月 2 日判例時報 1180 号 113 頁，最決平成 12 年 2 月 19 日民集 54 巻 2 号 582 頁，
参照。
























はいない。その典型例は，未成年の子に対する親権（民 818 条 1 項）の行使と
して， 法律行為を制限することなどに見られる （民 820 条以下）。また， 虞犯少




37）　佐藤幸治『日本国憲法論』（成文堂，2011 年）135 頁，137 頁，188 頁，田中成明






















































者保護法と現代社会―保護と自律のあいだ〔第 2版〕』（有斐閣，2008 年）8頁以下， 
参照。
41）　五十嵐・前掲注 17）51 頁。さらに，熊倉伸宏「精神科治療における paternalism と

















れ（刑 39 条１項，41 条），限定責任能力（心神耗弱）であれば犯罪の成立を認め
たうえで刑が必要的に減軽されることになっている（刑 39 条 2 項）。したがっ























として（33 条 1 項），入院医療または通院医療の決定も同様の観点から判断さ
れ（42 条 1 項 1 号・2 号），それらの要件を欠く場合には「この法律による医療








































「判例解説」『最高裁判所判例解説  刑事篇  平成 19 年度』（法曹会，2011 年）339 頁
以下。
47）　なお，中島直「精神医療関係者の反対意見」法と精神医療 18 号（2004 年）41 頁以
下。
48）　触法精神障害者に対する保安処分（治療処分）の必要性を強調する見解として，山
上晧「触法精神障害者の法的処遇とその問題点」精神科治療学 11 巻 10 号（1996 年）
1037 頁，同「我が国における触法精神障害者処遇の現状と問題点」精神神経学雑誌






































れている（昭和 63 年 4 月 8 日厚生省告示第 125 号「精神保健及び精神障害者福祉に関
する法律第 28 条の 2 の規定に基づき厚生労働大臣の定める基準」， 平成 30 年 3 月 27 日

















52）　村中・前掲注 51）71 頁，小山進次郎『社会保障関係法 〔II〕』法律学体系コンメン
タール 26 （II） （日本評論新社，1953 年）556 頁以下，大谷・前掲注 15）判例タイム
























53）　町野朔「医療・保安・患者」戸塚悦朗/広田伊蘇夫編『精神医療と人権 〔2〕  人権
後進国日本』（亜紀書房，1985 年）93 頁。
54）　この点について，山﨑學「相模原障害者施設殺傷事件に思う」日本精神科病院協会






























ンから医療観察法へ』（弘文堂，2013 年）243 頁図 1。
56）　小田晋/山上晧/五十嵐禎人/山内俊雄「座談会・司法精神医学の発展のためにど





























神医学 第 5巻』（中山書店，2005 年）310 頁以下，同・前掲注 17）51 頁表 1。



























62）　丸山・前掲注 19）155 頁以下参照。このような推移を肯定的に評価するものとして， 
太田匡彦「精神保健福祉法に基づく非自発的入院における本人と家族」法律時報 90
巻 11 号（2018 年）45 頁以下。
63）　水野紀子「精神障害者の家族の監督者責任」中谷編集代表・前掲注 13）255 頁。さ
らに，同「医療における意思決定と家族の役割―精神障害者の保護者制度を契機
に，民法から考える」法学 74 巻 6 号（2011 年）204 頁以下，山下・前掲注 21）66 頁
以下。
64）　山本輝之「精神保健福祉法の改正について―保護者の義務規定の削除と医療保護








請求（38 条の 4）を行ってもらうことで対処できるとされているが（平成 26 年
1 月 24 日「医療保護入院における家族等の同意に関する運用について」 〔障精発 0124 第 1












65）　山本輝之「精神保健福祉法の改正について」精神医療 71 巻（2013 年）34 頁，同
「精神保健福祉法における医療保護入院の要件についての一考察―『公的保護者制
度』創設の提案に関する検討を踏まえて」成城法学 85 号（2017 年）199 頁，久保野
恵美子「精神保健福祉法に対し法律家の立場から」日本精神科病院協会雑誌 32 巻 12
号（2013 年）45 頁。
66）　五十嵐禎人「非自発的入院における家族の役割―イギリス精神保健法からの示
唆」町野朔先生古稀記念『刑事法・医事法の新たな展開  下巻』（信山社，2014 年）
288 頁。
67）　たとえば， 町野朔 「保護者制度の改革と精神医療」 法と精神医療 27 号 （2012 年） 51






















































は， 現行通り， 本人の同意による入院 （任意入院） の対象でしかない （33 条 1 項
1 号参照）。
自傷・他害のおそれがあって緊急的な対応が必要な者については，現行の
緊急措置入院（29 条の 2）と応急入院（33 条の 7）を基本として，新たな応急
88
入院制度を構築することも特に困難なものではない。場合によっては，警察














ざるをえない。次善の策としては，現在は処遇改善請求 （38 条の 4） および退






注 30）73 頁以下，小澤勲「精神医療審査会について」法と精神医療 4 号（1990 年）
64 頁以下，仙波恒雄「精神医療審査会について」精神神経学雑誌 93 巻 11 号（1991
年）1020 頁以下，山本紘世「精神医療審査会と人権擁護」高柳功/山本紘世/櫻木章




院」精神神経学雑誌 91 巻 10 号（1989 年）816 頁以下，塚崎直樹「精神医療審査会と
89
精神医療における強制入院の正当化根拠と若干の立法論
ス・パトリエを根拠とする医療保護入院 （仮称） への統合の可否は， まさに， 
精神医療審査会と適正手続のあり方が左右すると言ってよいであろう72）。
入院期間については，自傷・他害のような症状を要件としない以上，症状
の消失で判断することができないため（29 条の 4 参照），入院の必要性が消失
（病状が改善）するまでということになる。そのように構成する場合には，適
切な時期での退院を保障するために，本人および家族等（38 条の 4）のほか， 
入院医療機関の管理者に退院請求を認めるとともに，入院継続について，定
期的な報告を求めて検証すべきである。そして，退院請求と入院継続の是非












退院請求」 精神神経学雑誌 101 巻 7 号（1999 年）624 頁， 山本輝之 「医療保護入院の要
件と精神障害者の権利擁護」 公衆衛生 80 巻 11 号 （2016 年） 828 頁。さらに， 日本精
神保健福祉協会 「新たな入院制度に関する本協会の見解」 （2012 年 10 月 29 日 〈http://
www.japsw.or.jp/ugoki/yobo/2012.html#9〉），日本精神神経学会「精神保健福祉法改
正に関する学会見解」（2017 年 3 月 18 日 〈https://www.jspn.or.jp/uploads/uploads/fi-
les/activity/seisihnhokenhukusi_170318.pdf 〉）参照。
72）　なお，長沢正範「精神保健法と人身の自由」法と精神医療 2 号（1988 年）44 頁以
下参照。
73）　長沢正範「精神病院拘禁と人身保護法」大谷ほか編・前掲注 23）99 頁以下参照。
74）　町野朔「精神障害者の権利とは何か？」法と精神医療 32 号（2017 年）48 頁。
90
のになっている。これに対して，社会においては，精神衛生法の改正を促進
した「ライシャワー事件」 （1964 年） をはじめとして， 少年事件であると成人
事件であるとを問わず，精神病院への通院歴や措置入院・医療保護入院歴の
ある行為者による重大事件が発生するたびに，精神医療歴の存在が強調さ
れ，あたかも，精神医療の失敗が重大事件を惹起する原因であるかのような
報道が一般化している。しかし，重大事犯の発生率において，精神障害の有
無が有意的な指標であることは証明されていない。また，具体的な事案にお
いても，精神障害と事件の発生との因果関係を検討することなく，精神障害
と犯罪を安易に結びつけた報道や印象が独り歩きしている。法制度の整備が
進む状況のもとでも，「精神障害に対する偏見」には，依然として根強いも
のがある75）。この面でも，わが国が「人権先進国」としての評価を獲得する
ための道のりは，まだまだ長くて多難であると言わなければならない。
75）　改正刑法草案（1973 年）における保安処分としての治療処分（98 条）について，
この点を強調するものとして，小暮得雄/吉田敏雄「現代社会と刑法改正 （1）」石原
ほか編・前掲注 27）272 頁〔吉田〕。
